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本論文の最終報告に引き続き、平成 21年 8月 13日（木）15時半ころより審査委員会が
開催された。審査委員は大塚啓二郎教授（主査）、Kaliappa Kalirajan教授（副査）、Jonna 
P. Estudillo准教授（副査）、藤田幸一教授（京都大学）、Wade Pfau准教授（副査）の 5
名であったが、Kalirajan教授は海外出張中のため書面審査の結果を提出することで審査に
加わった。 
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非農業部門の農村における発展という問題は、貧困削減を実現するための非常に重要な
問題ではあるが、適切なデータの入手が困難なためにこれまで研究されてこなかった。本
研究がこの課題に積極的に挑戦したことは高く評価されるべきである。事実、農家家計の
データを用いて、非農業部門の地理的発展を厳密に研究したのは、評者の知る限り、本研
究が初めてである。また仮説の定式化、推定手法、論文の構成、統計的ファインディング
についても高い評価が与えられた。その一方で、ややあいまいな個所が散見されるのでさ
らなる修正を加えるべきであるという意見が出た。 
具体的には以下の点が指摘された。 
 
1. 生産連関や消費連関に関する文献をより批判的に評価すべきである。 
2. 家計の構成メンバーの定義を明確化すべきである。 
3. 農家の平均耕作規模のデータを明示的に示すべきである。 
4. 都市への移動と農村部での非農業部門の発展の関係について議論すべきである。 
5. 3年間のサーベイの中で、住居を変更したり新たに独立した家計のサンプリングに
ついて、より明快な説明が必要である。 
6. 非農業部門の構成は多岐にわたっており、中身の議論をさらに注意深く行うべきで
ある。 
 
上記のコメントに対して、著者は直ちに論文の修正を行い、修正稿を提出し、主査の最
終確認を経た上で博士論文最終版として提出した。各審査委員の了解は得られており、こ
れをもって審査委員全員が本論文を本学博士論文として妥当であると結論つけたことにな
る。  
 
